
様式第１号 (第７条関係 ) 

令和６年○○月○○日  

（宛先）高松市長  

申請者  所  在  地  高松市○○町１丁目２－３  

名   称  株式会社  ○○  

代  表  者  代表取締役  ○○  ○○  

（個人にあっては、住所及び氏名）  

 

高松市中小企業等環境変化対応補助金交付申請書  

 

次のとおり高松市中小企業等環境変化対応補助金の交付を受けたいので、高

松市中小企業等環境変化対応補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を

添えて申請します。  

 

補 助 申 請 額  ３，０００，０００円  

事 業 の 名 称  高松市中小企業等環境変化対応事業  

着 手 ・ 完 了  

予 定 年 月 日 

着手予定年月日  令和６年○○月○○日  

完了予定年月日  令和６年○○月○○日  

添 付 書 類 

(１ ) 事業計画書（様式第２号）  
(２ ) コンソーシアム体制調書（様式第３号）  
(３ ) コンソーシアム構成員調書（様式第４号）  
(４ ) 事業実施スケジュール（様式第５号）  
(５ ) 収支予算書（様式第６号）  
(６ ) 誓約書（様式第７号）  
(７ ) 補助対象経費の見積書の写し又は当該見積りの

額を確認することのできる書類  
(８ ) コンソーシアムを構成する全ての者の履歴事項

全部証明書（個人の場合にあっては住民票の写し）
（発行後３月以内のものに限る。）  

(９ ) コンソーシアムを構成する全ての者の直近３か
年の確定申告書等の写し（コンソーシアムを構成す
る者が個人の場合に限る。）  

(10) コンソーシアムを構成する全ての者の直近３期
分の貸借対照表及び損益計算書等（コンソーシアム
を構成する者が法人の場合に限る。）  

(11) コンソーシアムを構成する全ての者の直近の市区
町村税に滞納のないことを証する書類の写し  

(12) その他市長が必要と認める書類  

記入例 提出する年月日  

法人は、履歴事項全部証明書と一致、

個人事業主は、住民票の住所と屋号・

個人名を記入  

押印不要  

収支予算書（様式第６号）

の補助申請額と一致  

この文言を

記入  



様式第２号 (第７条関係 ) 

事業計画書  

 １  事業の名称  

   高松市中小企業等環境変化対応事業                              

 

２  本事業を実施するに至った背景及び事業目的  

 

 

 

 

３  事業内容  

(１ ) 実施する補助事業の具体的な内容  

    

    

 

  (２ ) 本事業の実施において活用を予定している技術や技能  

 

 

 

(３ ) 事業の特徴  

ア  新規性・革新性  

    

 

 

   イ  妥当性  

    

 

 

   ウ  実現可能性  

    

この文言を記入  

産業分野における自社の課題や新たな市場創出の可能性に関する事

業背景及びこれらを踏まえた事業目的について記載してください。  

課題の解決方法や新たな市場創出に資する取組の内容（どのような新

商品等をどのような手順で開発するか）などを具体的に記載してくだ

さい。  

補助事業で活用する技術や技能の内容を詳細に記載してください（図

などでの記載も可）。  

補助事業が、自社の課題の解決方法として矛盾や飛躍がないか、補助

事業の実施によって期待する成果が得られ、課題の解決につながると

考えられるかについて記載してください。  

補助事業のどこが新しい研究開発であるか（開発要素）、既存商品等と

の関連性、既存商品等や競合他社の類似商品との比較優位性（性能、

品質、コスト等）、独自性について整理して記載してください。  

補助事業の実施体制、人員配置等について記載してください。  



 

４  市場の現状・今後の市場規模拡大の可能性  

 (１ ) 販売先・ターゲットとなるユーザー  

 

 

 

 

 

  (２ ) 需要の見込み  

     

 

 

 

  (３ ) 本事業に関係する市場の現在の規模  

 

 

 

 

 

  (４ ) 販路開拓の方法及び課題  

 

 

 

 

 

  (５ ) 今後の市場規模拡大の可能性  

 

 

 

 

補助事業で開発する新商品等の販売先・ターゲットが個人消費者であ

る場合は地域、年代、性別、家族構成、所得、ライフスタイル等によ

り、企業である場合は地域、業種、業態、企業規模、生産・販売品目

等により、それぞれ市場を細分化したうえで記載してください。  

補助事業で開発する新商品等について見込まれるニーズを満たせる

ものであるか記載してください。  

補助事業で開発する新商品等のターゲット市場の現在の規模につい

て記載してください。  

想定する販売先・ターゲットに対して、どのように商品を認知させる

か、販路開拓の具体的手法、販路開拓に向けて自社が抱える課題とそ

の解決方法について記載してください。  

市場の動向を分析・整理した上で、補助事業で開発する新商品等のタ

ーゲット市場の拡大可能性について記載してください。  



５  将来の展望  

(１ ) 商品化の計画・スケジュール  

 

 

 

 

  (２ ) 売上目標  

     令和７年○○○千円（積算根拠）売上高○円、原価率○％等  

 令和８年○○○千円（積算根拠）              

 令和９年○○○千円（積算根拠）              

    

 

 

(３ ) 地域経済活性化への波及効果  

   

 

 

 

(４ ) 将来的な自社の事業拡大や新たな事業展開の可能性  

    

 

 

 

補助事業の成果を活用した３年以内の商品化の計画、新商品等の市場

投入時期やの売上計画について記載してください。  

５（１）で記載した商品化計画における商品化後の売上目標の金額を

年度ごとに記載してください。  

補助事業がもたらす産業界や社会への経済的影響や変化などを記載

してください。  

今回の補助事業の成果を踏まえた、事業の３年後の将来的構想、会社

の成長戦略について記載してください。  

別紙添付でも構いません。 



様式第３号（第７条関係） 

コンソーシアム体制調書 

１ コンソーシアムの概要に関する事項 

コ ン ソ ー シ ア ム 

設 立 の 目 的 

○○○○○○のため。 

 

設 立 経 緯 

（取引関係の有無等） 

○○○○○○ 

○○○○○ 

 

 

現 在 の 活 動 内 容 

○○○○○○ 

○○○○○ 

 

 

補 助 事 業 完 了 後 

の 活 動 計 画 

○○○○○○ 

○○○○○ 

 

 

 

２ コンソーシアムの構成員に関する事項 

ＮＯ 構 成 員 の 名 称 構 成 員 の 所 在 地 代 表 者 職 氏 名 
主 な 

営 業 所 所 在 地 

本 事 業 に お い て 構 成 員 が 

担 う 具 体 的 な 役 割 

１ （株）○○ 高松市○○町１－２ ○○ ○○ 高松市○○町１－２ ○○技術の研究開発 

２ （有）×× 徳島市○○町３－４ ○○ ○○ 高松市○○町３－４ 
○○分野の市場調査、 

試作機耐久テスト 

３      

４      

５      

 



様式第４号（第７条関係） 

コンソーシアム構成員調書 

企 業 名 及 び 

代 表 者 職 氏 名 

個人事業主の場合は、屋号と氏名を記入 

 

ホ ー ム ペ ー ジ 

ア ド レ ス 

ホームページを持たない場合は、「ホームページ無し」と記入 

 

担 当 者 

（所属部門）サービス開発部 

（氏  名）高松 花子 

TEL：000－000－0000  e-mail：00000＠X…. 

資 本 金 又 は 

出 資 の 総 額 
○○○○円 

従 業 員 数 

（ 常 時 雇 用 ） 
○○○人 

本事業の従事者 

№ 所属部門  役 職 氏 名 

１ サービス開発部 部長 高松 花子 

２ サービス開発部 係長 香川 花男 

３    

主な株主とその

出 資 比 率 又 は 

株 主 構 成 

・○○グループ（50％） 

・（株）○○（30％） 

・瀬戸内 太郎（20％） 

 

主な業務内容と

売 上 構 成 

１.○○○○（50％） 

２.△△△△（30％） 

３.××××（20％） 

 

 

主 な 取 引 先 

・（株）○○ 

・（有）○○ 

・××（株） 

 

 

決 算 状 況 

決 算 期 ３期前 ２期前 前 期 

売 上 高 ○，○○○千円 ○，○○○千円 ○，○○○千円 

営 業 利 益 ○○○千円 ○○○千円 ○○○千円 

経 常 利 益 ○○○千円 ○○○千円 ○○○千円 

当 期 利 益 ○○○千円 ○○○千円 ○○○千円 

注  

１ コンソーシアムを構成する全ての者それぞれについて提出してください。 

 ２ 「売上構成」は、現在の商品ごとの売上割合を記載してください。 



様式第５号（第７条関係） 

事業実施スケジュール 

 

申 請 者 名  株式会社○○ 代表取締役 ○○ ○○ 

 

年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１年度目 

 

           

２年度目  

 

          

３年度目             

注 補助金の交付の申請の日が属する年度から商品化（交付の申請の日から概ね３年以内）するまでの期間について記載してください。

１年度目は、当補助事業の着手・完了を測るものとなりますので、特に具体的に記載してください。 

・補助金の交付の申請の日が属する年度のスケジュールを１年度目に記載し、それ以降、２年度目と３年度目のスケ

ジュールを記載してください。 

・交付の申請の日から概ね３年以内に商品化を目指すものを補助対象事業としていますので、商品化までのスケジュ

ール（開発期間、試作期間、販路開拓期間など）を具体的に記載してください。 



様式第６号（第７条関係）  

収支予算書  

１ 収入の部                            （単位：円） 

区      分 予  算  額 内     訳 

市補助金 3,000,000  

申請者負担金 3,540,000  

その他収入 0  

計 6,540,000  

 

２ 支出の部                            （単位：円） 

区      分 予  算  額 内     訳 

原材料費 1,500,000 鋼材 ＠50,000円×30個 

消耗品費 200,000 △△ ＠10,000円×20個 

機械装置・工具器具費 4,000,000 ○○装置 

委託費 200,000 □□□の外注加工 

専門家謝金 50,000 
○○指導料 

＠5,000円×10時間 

消費税及び地方消費税 590,000  

計 6,540,000 

 

 

 

注 支出の部の区分の欄は別表第１に定める費目ごとの名称を、内訳の欄は、事業に係る経

費の使用目的等を具体的に記載してください。また、消費税及び地方消費税の額は、費

目ごとに名称を記載した行とは別の行に、これらに係る税額の総額を記載してください。 

 

３  補助申請額  

 補助対象経費の合計（税抜）  × 補助率  ＝  補助申請額  

  

   6,540,000 円    × ２／３  ＝  3,000,000 円  

               （１，０００円未満切捨て。上限３００万円）  



様式第７号（第７条関係）  

令和６年○○月○○日  

（宛先）高松市長  

申請者  所  在  地  高松市○○町１丁目２－３  

名   称  株式会社  ○○  

代  表  者  代表取締役  ○○  ○○  

（個人にあっては、住所及び氏名） 

 

誓約書  
 
  申請者は、高松市中小企業等環境変化対応補助金の交付申請に当たり、次

の事項について誓約します。  
 

記  
 

１  申請者は、高松市中小企業等環境変化対応補助金交付要綱（以下「要綱」
という。）第２条第１号に掲げる中小企業者であって、今後も事業を継続す
る意思を有する者であることに相違ありません。  

２  申請者は、要綱第３条第２項第１号に規定するみなし大企業ではありま
せん。  

３  コンソーシアムの構成員に要綱第３条第２項第２号から第１１号までに
掲げる者に該当する者は含まれていません。  

４  第７条に規定する補助金の交付の申請の日（以下「交付申請日」という。）
において、市区町村税のうち納期限の到来した税額を滞納している者では
ありません。  

５  申請者は、補助対象事業と同一の事業に対して、国、県その他各種団体
等から別の補助金の交付を受けた、又は受ける者ではありません。  

６  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７
号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第６号に規定する暴力団員又は
暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認
められる者ではありません。  

７  風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第
１２２号）第２条に規定する「性風俗関連特殊営業」又は当該営業（店舗
型性風俗特殊営業に限る。）に係る同条第１３項に規定する「接客業務受
託営業」を行う事業者ではありません。  

８  申請者は、政党その他の政治団体ではありません。  
９  申請者は、宗教上の組織又は団体ではありません。  
10 申請者は、法人格のない任意団体ではありません。  
11 申請者は、交付申請日において高松市指名停止等措置要綱（平成２４年

高松市告示第４０３号）に基づく指名停止措置が講じられている者ではあ
りません。  

12 申請者は、市長が、必要があると認め、当該職員に書類等の検査をさせ、
又は補助事業等の執行状況について実地検査をさせるときは、これを受け
ます。また、市監査委員から要求があるときはいつでも監査を受けます。  

13 申請書類に記載された情報は、必要に応じて関係行政機関に提供される
ことに同意します。  

14 申請書及び添付書類の内容に偽りはありません。虚偽の記載や不正があ
った場合は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消され、その取消
しに係る部分に関し、既に補助金の交付を受けているときは、その全部又
は一部を市の定めた期限までに返還します。  

提出する年月日  

交付申請書（様式第１号）

と一致  

押印不要  


